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「仙台市市民センターの施設理念と運営方針」の見直し（第二次）のあり方について 

〔答申（素案）〕 

 

 

 

Ⅰ はじめに 

 １ 見直しに至る経過 

平成 29（2017）年 11月 9 日に生涯学習支援センター長から本審議会に対し、『「仙台市市民セ

ンター の施設理念と運営方針」の見直し（第二次）のあり方について』の諮問があった。平成

20 年 12 月に策定された「仙台市市民センターの施設理念と運営方針」は、概ね 5年を目途に見

直しを行うこととされており、平成 31（2019）年 4月には、平成 26（2014）年 4月の第一次改

定から 5年が経過し、次の 5年に向けた改定の時期を迎える。 

諮問に附属した理由書によれば、検討事項として次の 3点が示されている。①拠点館の役割 

の再検討及び記載の明確化、②「震災を踏まえた市民センターの役割と取組」、③「仙台市市民

センターの施設管理と運営方針」の記載事項の内容・構成の再検討、である。本審議会では、主

としてこれら 3点について、事務局から提出された資料や、審議会から求めた資料を基に議論を

深めるとともに、実際に市拠点館事業を評価する中で見えてきた課題等をもとに見直しにあたっ

ての論点を整理した。 

 

○平成 29（2017）年 11 月「見直し（第二次）のあり方について」諮問について 

・拠点館の役割（市 5 項目、区 3項目）の再検討及び記載の明確化 

・「震災を踏まえた市民センターの役割と取組」の記載事項の内容・構成等の再検討 

・「施設管理の運営方針」の記載事項（3項目）の内容・構成の再検討 

 

２ これまでの経過 

平成 26（2014）年 4月に、生涯学習課と市中央市民センター（当時）の業務再編や事業の拡

充に伴い、市中央市民センター（当時）の名称が生涯学習支援センターに変更され、生涯学習支

援体制の充実と人材育成機能等の強化が図られたことや、平成 23（2011）年の東日本大震災や

区中央市民センターの区役所移管から一定期間が経過していること、前期の公民館運営審議会に

おいて生涯学習支援センターに求められる役割の検討についての言及などを踏まえ、「仙台市市

民センターの施設理念と運営方針」の見直しについて審議を行った。 

 

前述のように平成 26（2014）年度から、仙台市中央市民センターの人材育機能等を強化し、

本市の 生涯学習支援体制を充実するとともに、仙台市生涯学習支援センターへと名称を変更し

た。このことを踏まえ、前回の改定では「人材育成にかかる事業を中心とした生涯学習事業を総

合的・体系的に実施する」と記載するに至った。また、加えて「東日本大震災を機に生じた地域

社会のあり方、エネルギー問題等の社会的課題や社会からの要請に対応する取組についての調

査・研究を推進する」、「生涯学習について、大学、市民活動団体等関係機関・団体との連携・協

力を推進する」ことも役割の一つと定め、指定管理業務のマネジメントを「市民センターの指定

管理業務を統括する立場から」推進することとした。 
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○平成 18（2006）年 5 月「新たな市民センターの役割と運営方針について」諮問 

◎平成 19（2007）年 10 月「市民センターの施設理念と運営方針の見直しについて」として答申 

・「市民センターの施設理念」について提示（社会教育施設としての 3つの拠点としての機能） 

・施設管理に関する 3 項目の提言 

  ①地域への配慮 

    ②市民交流スペースの確保 

    ③オープンスペース（市民活動室、親子室、娯楽室等）等の活用 

・市民センター事業の運営方針として、拠点館及び地区館の目的と基本的役割を提示 

  ①中央館、拠点館及び地区館それぞれの事業目的の提示    

   （それぞれ何を目的とした施設なのか明らかにすること） 

  ②中央館、拠点館及び地区館が担う基本的な役割の提示    

   （それぞれどのようなことを行うのか明らかにすること） 

○平成 20（2008）年 12 月「施設理念と運営方針」を策定 

○平成 23（2011）年 3 月 東日本大震災 

◎平成 25（2013）年 10 月 公運審「「施設理念と運営方針」の見直しに関する意見」 

○平成 26（2014）年 4 月「施設理念と運営方針」を改定  

・「震災を踏まえた市民センターの役割と取組」を単独の項目として明記 

・震災を踏まえた見直し 

①「１ 市民センター全体の事業目的」の【重点方針】に加筆 

 ・東日本大震災での経験を踏まえるとともに、震災からの復興を見据え、地域課題の解決や

地域づくりの担い手の育成に向けた取組の強化を図る。 

②「市拠点館の基本的な役割」にを加筆 

また、東日本大震災を機に生じた地域社会のあり方、エネルギー問題等の社会的課題や社会から

の要請に対応する取組についての調査・研究を推進する。 

・生涯学習支援センターの機能強化による見直し 

  ①「市拠点館の基本的な役割（１）」に加筆 

    併せて、人材育成にかかる事業を中心とした生涯学習事業を総合的・体系的に実施する。 

  ②「市拠点館の基本的な役割（３）に加筆 

   〔生涯学習に関する関係機関等との連携・協力の推進〕 

生涯学習について、大学、市民活動団体等関係機関・団体との連携・協力を推進する。 

  ③ 「市拠点館の基本的な役割（4）に加筆 

    市民センターの指定管理業務を統括する立場から、 

・「施設管理の運営方針」について、1 項目を改定 

  ①「地域優先への配慮」について、仕組みづくりが行われたことから削除 

  ②「地域住民等との顔の見える関係づくり」について、その重要性から記載 

・市拠点館と区拠点館の目的等、記載内容の整理 
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Ⅱ 見直しにあたっての考え方 

 

 １ 求められている課題 

〇前回改定（平成 26（2014）年）以降の意見書及び事業評価報告書 

「震災を踏まえた今後の市民センター事業のあり方等について」について 

 ①地区３館の震災を踏まえた講座の事業評価（平成 27（2015）年 8月 事業評価報告書） 

  ◎学習者・市民の「参画」とそれを促すファシリテーションのあり方 

〇事業開始以前の取組や館と住民との間に築かれてきた信頼関係が事業につながっていく。 

〇市民の意見や要望を職員がきちんと受け止めてくれるという信頼感や学習の場の雰囲気づくり

が重要 

〇ファシリテーションを効果的に進めて行くためには職員の資質向上、研修が重要 

〇「公助」だけに依存しない市民の力を生かす社会をつくること、いわゆる「レジリエントな（し

なやかで強い）社会」は、多様な市民が互いに知恵を出し合い、力を発揮しながら復興や防災・

減災に取組むことが重要 

 

     ②震災を踏まえた市民センター事業のあり方について(平成 27（2015）年 10 月 意見書) 

     ◎復興のプロセスは長期に及ぶ、また、新たな災害に対する備えは市内全域で進めて行くべ

きと考えられ、この課題に市民センターがどのように取り組むべきか。 

       〇講座について 

        ・交流事業は継続、地域コミュニティの維持・形成につながる 

        ・アーカイブ事業、それを担う人材の育成は不可欠 

       〇日常業務等 

        ・地域に根差し、愛され、信頼される市民センターのづくり 

        ・地域団体との連携 

        ・子どもたちにとっての居場所として 

         ・地域に方々が市民センターと関わりをもつきっかけとして、広報を重視 

       〇生涯学習支援センターは、市民センターに取組、苦労している実情をよく把握し、市民セン

ターが人材を育成する役割を十分に果たせるよう、最大限配慮した方針を提供すべき。 

       〇区中央、地区市民センターとの連携を具体化するためのアクションプランを描くべき 

〇震災後、市民センターの役割として地域のきずなづくりへの期待が高まっている。 

3 つの機能を充分にはたせるような事業のあり方を検討し、実行していく。 

 

「市民センター事業評価に関する意見書」について 

①地区館 2館の市民参画講座の事業評価 (平成 29（2017）年 3月 事業評価報告書） 

②事業評価についての公運審としての総括(平成 29（2017）年 10 月 意見書) 

◎公運審の評価報告が市民センター事業の向上に役立っているか 

〇報告を全市民センターで共有し、フィードバック、可視化する。 

〇予算の確保 

〇外部評価の充実として、平成 25（2013）年に提言した「事業運営懇話会」を重要視すること、

「お茶っ子サロン」への取組への評価と期待 



4 

 

・年 2回以上の開催 

・管轄地区内のコミセン立地地区などの町内会への参加依頼 

・地域のコミセンの活動の把握、職員による助言、相談 

・継続実施に向けた、生涯学習支援センターの役割 

〇評価のあり方は、継続して検討していくこと 

 〇その際、事業評価の目的を明確にすること 

     

〇「諮問書」平成 29（2017）年 11 月 

・概ね 5 年をめどに改定 

・前期に生涯学習支援センターに求められる役割の検討について言及があった。 

・市民センターが社会情勢、教育環境の変化に対応し、地域社会からの期待、要請に応え、その機能

をさらに充実させていけるよう、見直しのあり方について諮問 

・以上により、「拠点館の役割」の再検討、記載の明確化、「震災」の記載事項の内容・構成の再検討、

「管理」の記載事項の内容・構成の再検討 

 

「仙台市市民センターの拠点館事業について」平成 30（2018）年 1月公運審 資料３ 

      施設理念、市民センターの基本的な役割 

市拠点館、教育振興基本計画、事業評価、事業等、マネジメント、研修等 

      区拠点館 

 

「公運審意見等の反映について」平成 30（2018）年 3月公運審 資料２ 

      １拠点館事業への反映 ①H22（2010）仙台プランの実践、②研修の精選と体系 

       ２要求事業水準書への反映  ①事業運営懇話会、②支援の拡充、③コーディネート業務  

 

「前回の審議会で出された意見等について」平成 30（2018）年 3月公運審 資料３ 

  

 

市拠点館の役割を再検討するにあたり、市拠点館が主催する「学びのまち・仙台 市民カレッ

ジ事業」及び「学びを支える人材育成推進事業」の視察も交えた市拠点館事業評価を行い、検討

の一助とした。 

 

〇「生涯学習支援センター事業の評価報告書」(平成 30（2018）年 11 月 報告書) 

   ・「市民カレッジ」市民向け地域づくり、人材育成事業による、より効果的な地域への還元について 

・専門性の向上、連携・協力のさらなる取組 

・広報のあり方 

・職員研修体系：わかりやすく、職員のキャリア形成に資するプロブラム内容 
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「仙台市市民センターの施設理念と運営方針」の見直し（第二次）のあり方について 

〔答申構成案＋意見〕 

 

○前回までの審議会で出された意見等 

                              ◎書面による意見・提言等 

Ⅰはじめに 

 

Ⅱ 見直しにあたっての考え方 

 

２ 見直しに関する意見 

（１）拠点館の役割の再検討及び記載の明確化について 

市拠点館（生涯学習支援センター）の基本的な役割についての検討 

１．全市にわたる生涯学習事業の推進 

〇市民から見て、拠点館と地区館の事業の役割の違いや、その関係性が明確であるべき 

〇膨大な量の事業を実施していることの適否について 

【事業評価報告より】 

〇「学びのまち・仙台 市民カレッジ」事業では、３つの体系「地域づくり・人材育成系講

座」「教養・キャリアアップ系講座」「市民プロデュース講座」を相互に関連させ、学習成

果をより効果的に地域・社会に還元することが求められる 

【書面による意見】 

◎行政主導での参加ではなく、市民センターを中心にしたまちづくりをしていくことへの参

画が大事である。対等の立場での協働により広くよりよい事業ができていくことへの期待

はあわせて絆が強まること、子供においては地域を好きになるきっかけになる 

  

２．生涯学習推進のための専門性の向上 

【事業評価報告より】 

〇社会ニーズや課題に対応しているか丁寧な調査・分析を行いながら、今後一層、先進的な

取り組みや多様な学習ニーズの把握と効果的なプログラムづくり等の調査・研究に励み、

その成果について地区館等への還元を期待する 

【書面による意見】 

    ◎先進的な取組や地域課題、多様な学習ニーズの把握などは、地区館によって差がみられ

ることから、効果的なプログラムは、すべての地区館等において還元され共有が進むこ

とが望ましい 

 

３．市民一人ひとりのニーズに対応した生涯学習支援体制の充実 

〔生涯学習に関する関係機関との連携・協力の推進〕 

〔生涯学習情報の計画的体系的な収集と提供〕 

  〇地域ニーズや参加者が変化するなか、人を集め行動につながる仕組みづくりが必要 

〇市民が情報を必要としたときに容易にアクセスできる仕組みづくりに努めるべき 

〇ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）をはじめとして、様々な対象者

に適した広報手段により、市民センターの周知を図る必要がある 
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【事業評価報告より】 

〇新しく取り込みたい層に向けてこれまでとは違う広報のあり方を考える必要がある 

〇多様な社会的ニーズや現代的課題に応えていくためにも、さらに連携・協力の可能性を探

る必要がある 

【書面による意見】 

    ◎子ども、母親、父親、社会人、学生、お年寄りなど、それぞれの年代が参加したくなる

ような、今の時代のニーズにあった講座の開催が必要だと感じる 

◎社会的ニーズや現代的課題に対応した専門的で質の高い学習機会を提供するために事業

評価を行い、事業改善に努めていることが分かる 

また、さらに社会的ニーズや現代的課題に応えていくためにも、各機関の連携・協力の可

能性を探り、支援体制の充実に努めていただきたい 

◎現在の「市民センター事業の運営方針」の２の（２）で、大学や市民大学等関連機関につ

いては記されているが、小中学校（あるいは高等学校）について記述されていないのが問

題である 

◎広報としてＳＮＳを用いることはもちろんのこと、事業への登録や参加も、地区館等で共

通して電子化することが必要。情報管理の問題に留意しながら、情報の一元化をすすめる

べきではないか 

 ◎仙台市市民センターの HP で、今月の Pickup が紹介されており、広報は適切に行われてい

る  と感じる。拠点間の実践の充実が、全市域へ、その取組の良さの伝搬に繋がってい

くと考える。さらに充実した実践を期待したい 

 

４．指定管理業務のマネジメントの推進 

〇要求水準書の内容は指定管理期間中の事業の継続性を前提としながら、状況の変化に対応 

していくべき 

【書面による意見】 

◎市民センターの運営方針の中に「市民協働」と大きくうたいながら、指定管理者のマネジ

メントの下を目標としていることに違和感を感じる。市民センターの職員としての役割と

指定管理者の役割を分かりやすくしてほしい 

 

５．職員の育成 

〇地域と一緒に取り組む職員や市民を事業の担い手側へ導く職員など、地域づくりに寄与す

る実質的な資質の向上が必要 

〇職員同士の連携（不足）や職員の負担などに課題があり、改善すべき 

〇もっと地域と交流を重ね、地域のことや地区館事業を把握する必要がある 

〇資質のある若手職員の確保が課題となっており、働きやすい環境づくりやモチベーション

の向上に向けた事業評価や人事評価、手当等が必要ではないか 

【事業評価報告より】 

〇職員が自己のキャリアに応じて適切に資質と能力の向上を図れるよう、よりわかりやすく

研修体系を提示する必要がある 

〇学んだ知識やスキルを実際に活用・実践できるまでの研修プログラムについて検討する必

要がある 

【書面による意見】 
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◎学んだ知識を実際に活用・実践できるためには、研修の体系化と、研修毎の事前・事後評

価システムを導入するべき 

◎職員も仙台のさまざまな場所で開催されている講座に参加して学んで市民センターの講

座に生かしてほしい 

◎（視察の範囲とはいえ職員研修の内容が不十分と感じられたことや、事業成果報告会の見

学でも発表されるセンターに偏りが感じられたことから）センター間の格差是正が必要だ

と思う 

◎職員の育成については、今後、社会教育士の資格科目内容が、現在の社会教育主事の科目

よりも、より、市民センター職員の育成に適するようになっているので、大学などとの連

携によって、社会教育士資格者を増やしていくことが、職員の育成と職員のキャリア形成

に寄与していくと思われる 

 

区拠点館（区中央市民センター）の基本的な役割についての検討 

１．区内の生涯学習事業の推進 

【書面による意見】 

◎経験豊富な地区館職員と、社会教育は初めての社会教育主事の先生がどのように連携す

るのか。市と財団と立場は異なっていても社会教育に対する思いは同じなはず。事業推進

のための体制づくりを考え直す必要があると思う。素直な意見を市民全体に求め、そのニ

ーズやご意見に沿って利用者目線の事業構築＆運営をつなげていただきたい。あるいは、

様々な場面で柔軟性を高めていただけたら、他にない魅力ある取組みが多く生まれること

と思う 

２．区内地区館事業への支援 

３．指定管理者制度下での区内地区館業務のマネジメントの推進 

【書面による意見】 

◎【再掲】市民センターの運営方針の中に「市民協働」と大きくうたいながら、指定管理者

のマネジメントの下を目標としていることに違和感を感じる。市民センターの職員として

の役割と指定管理者の役割を分かりやすくしてほしい 

 
 

（２）「震災を踏まえた市民センターの役割と取組」の記載事項の内容・構成の再検討 

 

【書面による意見】 

◎震災をふまえた総括的な前文がほしい 

◎平成 27年 10 月発行「震災を踏まえた今後の市民センター事業のあり方等について」の内

容は触れなくてよいか？  

    ◎1、2、3で分けて見やすくなったが、1（避難所）→2・3（防災や地域づくり）で急な展

開のようにみえる。1→2→3でストーリーが？  

 

１．災害時における役割 

○高砂市民センターが指定避難所となったことを踏まえ、指定避難所及び補助避難所の役割

の違いに対しての市民センターの役割の記載の明確化について 

○生活の場としての役割を意識し、乳幼児や高齢者に配慮した避難所運営への市民センター

としての関わりについて 
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【書面による意見】 

◎災害時における役割として、「乳幼児や高齢者に配慮した避難場運営への市民センターの

役割」とあるが、震災時におけるジェンダーの課題からみて「乳幼児や女性、高齢者に配

慮した避難場運営」として検討したほうがよいのではないか 

◎災害時＝「避難所」のみの記載で良いか？その後の仮設住宅や復興まちづくりでも市民セ

ンターは様々な役割を果たしていたのでは。例えば：①→②→③とフェーズ毎に時間軸で

整理してみてはどうか？ 

例：①避難所支援における役割  

○3.11 の避難所運営の経験、最新の災害救援物資や情報等を踏まえ、備蓄物資の充実

や見直しについての市民センターとしての関わりについて 

○生活の場としての役割を意識し、乳幼児や高齢者に配慮した避難所運営への市民セ

ンターとしての関わりについて 

【指定避難所】 

○高砂市民センターが指定避難所となったことを踏まえ、指定避難所及び補助避難所

の役割の違いに対しての市民センターの役割の記載の明確化について 

【補助避難所】 

○補助避難所であることを踏まえ、全市民センターにおける防災・減災に関する講座

等の標準化の取組みについて 

②仮設住宅支援における役割 

③復興まちづくり支援における役割 

◎町内会防災訓練１５年以上の経験と東日本大震災では会長として避難所を開設、ＨＵＧを

実践し経験している者として提言させていただく 

役割：現状指定避難所は体育館で床はフローリング。面積的には広く人数は収容できる

が、障害を持つ人や病気/風邪の患者、幼児を抱えた人、妊婦さん等が避難所に

来ることは避けられない。このような弱者を避難所運営側としては受け入れざる

を得ない 

収容：市民センターには和室がある。壁で仕切られた部屋がある。状態/状況に合わせ

た部屋の選択が可能となり、病人や体調不良の人には、畳の部屋が特に必要であ

り、暖房・冷房の効果も高く長時間にも役に立つ 

睡眠：市販のスポンジマット（５０ＣＭ規格等厚さ３ＣＭ前後）を備えておけば、身体

に優しく、断熱効果あり、そのままでも横になれる/座れる利点あり。高齢者に

も安心感を持ってもらえる。体育館とは比較にならない利点が多く、和室収容が

不可となれば、マットで対応できる。足音も気にせず生活できる 

飲料水：指定避難所の小学校の給水栓から汲み出しで対応可 

食料：指定避難所から配送（町内会が担当） 

電源：発電機を備えることが大事。ランタンや懐中電灯・電池備蓄が必要 

毛布等：寝具・石油ストーブ・灯油備蓄必要 

 

２．地域の防災体制づくりへの支援 

○3.11 の避難所運営の経験、最新の災害救援物資や情報等を踏まえ、備蓄物資の充実や見

直しについての市民センターとしての関わりについて 

○新たな災害の発生や法改正、3.11 以降の災害対応や最新の知見を踏まえ、現代的な課題
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として捉えた上での市民センターの役割について 

○防災対応等についてステージが上がっていく現状を踏まえた上で、市民センターとして地

域における学習をどう展開するべきか 

○小・中学校との連携について、その連携を踏まえ、地域での学習にどう取り組むか 

【書面による意見】 

◎「２．地域の防災体制づくりへの支援」は、１の「役割」を踏まえた「取組」として、「防

災体制づくりへの支援」を重点的に実施していくということでよいか？ 

・その場合、３との住み分けは？ 

・防災減災という軸だけでなく、震災アーカイブ系事業、そして次世代への継承・育成は、

各地域にある市民センターしかできない大きな役割ではないか 

    ◎【再掲詳細】地域の防災体制づくりへの支援として、「小・中学校との連携について、そ

の連携を踏まえ、地域での学習にどう取り組むか」としている。もちろん、小中学校と

市民センターが連携した防災体制の構築は重要であるが、現在の「市民センター事業の

運営方針」の２の（２）で、大学や市民大学等関連機関については記されているが、小

中学校（あるいは高等学校）について記述されていないのが問題である 

 

３．地域の防災・減災に資する講座等の実施 

○補助避難所であることを踏まえ、全市民センターにおける防災・減災に関する講座等の標

準化の取組みについて 

【書面による意見】 

    ◎市民センターにおける防災・震災復興関連事業の状況（平成２５年度実績～２９年度）を

見ると、確実に実施率が上がっている。学校等、防災に取り組む団体が関わった講座が開

催される等、連携・協力もうかがえる。また、講座の標準化により、それぞれの地域防災

の一定の向上が期待できる。地域の防災・減災に大いに資する取組であると考える 

◎全市民センターへの防災・減災に関する講座等の標準化に際しては、避難所という短期的

な視点だけでなく、その後の仮設住宅や復興まちづくりを視野に入れた「中長期的な復興

プロセス」を知ったうえで、支援を行う必要がある。そのためには、高砂市民センターや

六郷市民センターの取り組みが参考になる。例えば同センターでは、震災からの復興まち

づくりでは地域アーカイブ（市民センターにおける地元学等の各地域資源の蓄積）が大き

な役割を果たしている 

◎地域との連携で防災訓練（高齢化を考慮し可能であれば中学生も加える） 

◎防災/減災講座を町内会/老人会/ＳＢＬと地域が連携して実施が必要 
    ◎次年度等以降、「改めて時間を確保」した上で審議すべき項目 

・震災を踏まえた市民センターの役割と取組 

     （理由） 

 ①審議委員の皆様のご経歴は置くとして、防災や災害対策について「専門的知識を有する

委 員が少ないのではないか 

     ②仙台市の「地域防災計画」を踏まえた上で「センターの役割等」が検討されるべきと

思われるが、その「仙台市防災会議」には市民センター及び公運審委員は参画してい

ないことから、計画の内容等の事前学習がなければ、例えば「補助避難所等」の役割

についての審議が十分行えるか疑問であること 
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（３）「仙台市市民センターの施設管理の運営方針」の記載事項の内容・構成の再検討 

 

１．市民サービスの向上 

○市民交流スペース等を含め、市民センター利用者の安全・安心を確保する 

【書面による意見】 

◎指定管理者が蓄積した事業のノウハウ、事業実施に際しての課題や改善点などは、サービ

スの向上のためにも地域の各種団体と共有することとしてはどうか 

 

２．市民交流スペースの確保、オープンスペースの活用 

○市民センターにおける責任範囲の明確化について 

○オープンスペース（市民活動室 親子室 娯楽室等）についての確認 

○市民センターの各スペースの利用状況について 

・図書室、図書ボランティアを例にして 

○市民交流スペースの運営について 

【書面による意見】 

◎オープンスペースの使用が活発化することは好ましいが、指定管理者にとっては管理の負

担 の増大につながりかねない。また無償で利用できるスペースを設けることは、ともす

れば社会教育事業とかけ離れたフリーライドを引き起こしかねない。そこで、オープンス

ペースの設置に際しては、下記について配慮されるべきである 

① 市民センターのある小学校区にはコミュニティ・センターが設置されていないことか

ら、これらオープンスペースの管理は、当該学区の連合町内会などが主体的に関わるよ

うな体制づくりが不可欠ではないか 

② 「全世代が気兼ねなく立ち寄れるような、地域全体の連帯や親睦に寄与できる活動の

促進を目指す」（※）空間となることを、オープンスペース設置の大前提としてはどう

か 

（※）将監市民センターで暫定的に設置されている「みんなのサロン」で定めた設置趣旨より 

③ このような施設利用や事業実現の健全化において必要である場合には、社会教育事業

を担う専門組織と、町内会連合会や地域団体や NPO などの地域組織による共同事業体が

指定管理者となることを１つの選択肢として認めてはどうか 

 

３．地域住民との顔の見える関係づくり 

○地域が主体となって地域課題を解決にするため、市民センターが地域の拠点であることに 

ついて、市民への意識づけ、周知、お知らせ等への市民センターの取組みについて 

○市民センター管轄地区において、主にコミュニティ・センター等を利用している住民に向

けた市民センターの取組みについて 

【書面による意見】 

◎南小泉中学校学校支援地域本部としては、若林区中央市民センターと以前から交流があり、

情報の共有や行事参加の依頼など協力体制が整っている。具体的には、 

（１）南小泉中学校学校支援地域本部から市民センターへ 

①学習支援「寺子屋」の大学生ボランティア募集の協力要請 

②南小泉中学校学校支援地域本部主催、地域教育協議会への出席依頼 
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（２）市民センターから 

①チャイルドボランティアやものづくり体験教室のボランティア募集 

②童謡フェスティバルへの参加依頼  など協力して行っている 

  特に（１）②の南小泉中学校学校支援地域本部主催の協議会では、年１回、地域の方や

保護者（南小泉中・近隣の小学校も含む）、地域支援ボランティア・学生ボランティアや

先生などをお招きして、学校支援の活動報告や講演会を行っており、昨年度は若林区中央

市民センターのセンター長さんを講師にお招きして、地域における市民センターの役割に

ついて、ご講演いただいた。参加者の皆さんは、市民センターの地域に密着した様々な活

動を知ることができ、大変有意義な内容であったと、市民センターに対して親近感を持っ

た様子だった 

 これからも、市民センターと協力体制を取り、「学校」と「地域」とを繋ぐ活動を行って

いきたいと考えている 

 

（４）全体、他の項目への意見等 

○20 年後、100 年後を見据え、将来の市民センターはどうあるべきか、みんながよく理解し

て共通認識を持ち一致団結していける方向性、将来あるべき姿を見据えた論議を行ってい

きたい 

○市民センターをより良いものしたい、だれもが使えて温かい、気軽に入れて、楽しく過ご

すことができる、市民センターがあってよかったと言われる存在であってほしいとの地域

の想い、さらには、地域の協力があってこそ市民センターの運営ができるということの認

識を共有していくことが重要である 

【書面による意見】 

◎20 年後、100 年後を見据えた将来の市民センターはどうあるべきかについて、ユネスコの

生涯教育の理念や、持続可能な開発目標（SDGs）など、生涯教育の原点や国際的な取組を

意識することで、より広い展望を持てるのではないか 

◎国連採択の SDGｓについて市民センターでも地域での活動、防災に当てはめて進めるのも

よいかと思われる（持続可能な開発目標） 

◎【再掲要約】学校支援地域本部との協力体制を整えることにより、地域の方が市民センタ

ーの地域に密着した様々な活動を知り、市民センターに親近感を持つ機会が得られる 

◎施設理念と運営方針については、過去に複数回審議検討されていること。前回の改定から、  

見直しを必要とするような、特段の事情が感じられない 

◎【一部再掲】素直な意見を市民全体に求め、そのニーズやご意見に沿って利用者目線の事

業構築＆運営をつなげていただきたい。あるいは、様々な場面で柔軟性を高めていただけ

たら、他にない魅力ある取組みが多く生まれることと思う 

最後に今後はさらに公運審の運営についても、市民センターの利用者に近い方が集い充実

感 と将来性あふれる市民センターを応援し、正しく評価していただければと思う 

 

 

Ⅲ まとめ 


